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■当ファンドの仕組みは次の通りです。 
 

商 品 分 類 
追加型投信／国内／株式／インデックス
型 

信 託 期 間 無期限(2020年2月27日設定) 

運 用 方 針 

主に楽天・新経連株価指数マザーファン
ド(以下｢マザーファンド｣といいます。)
受益証券への投資を通じて、わが国の金
融商品取引所に上場している株式に投資
し、投資成果を新経連株価指数(Japan 
New Economy Index)の動きに連動させる
ことを目指して運用を行います。 

主要投資対象 

楽 天 ・ 新 経 連 
株価指数ファンド 

マザーファンド受益証券
を主要投資対象としま
す。 

マザーファンド 
わが国の金融商品取引所
に上場している株式を主
要投資対象とします。 

主な投資制限 

楽 天 ・ 新 経 連 
株価指数ファンド 

マザーファンド受益証券
への投資割合には制限を
設けません。 
株式への実質投資割合に
は制限を設けません。 
投資信託証券(上場投資信
託証券を除きます。)への
実質投資割合は、投資信
託財産の純資産総額の5％
以下とします。 
外貨建資産への投資は行
いません。 

マザーファンド 

株式への投資割合には制
限を設けません。 
投資信託証券(上場投資信
託証券を除きます。)への
投資割合は、投資信託財
産の純資産総額の5％以下
とします。 
外貨建資産への投資は行
いません。 

分 配 方 針 

分配対象額の範囲は、繰越分を含めた経
費控除後の利子・配当等収益および売買
益(評価損益を含みます。)等の全額とし
ます。 
収益分配金額は、委託者が基準価額水
準、市況動向等を勘案して決定します。
ただし、必ず分配を行うものではありま
せん。 
留保益の運用については特に制限を設け
ず、運用の基本方針に基づいた運用を行
います。 

 

 

運用報告書(全体版) 
 

楽天・新経連株価指数ファンド 
＜愛称：JANEインデックス＞ 

 

第3期 
 

決算日：2023年2月15日 

 

受益者の皆様へ 

 

 平素は当ファンドにご投資いただき、厚く御礼申し上

げます。 

 さて、当ファンドは、このたび上記決算を行いました

ので、当期間の運用状況につきまして、ご報告申し上げ

ます。 

 今後とも一層のご愛顧を賜りますよう、お願い申し上

げます。 

 

楽天投信投資顧問株式会社  
https://www.rakuten-toushin.co.jp/ 

東京都港区南青山二丁目6番21号 

本資料(運用報告書(全体版))の記載内容のお問い合

わせ先 

TEL：03－6432－7746 

受付時間：営業日の午前9時から午後5時まで 

※お客様のお取引内容等につきましては販売会社に

お問い合わせください。 
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■本資料の表記に関する注記 
・金額等の数値は表記未満切捨または四捨五入により表示しております。このため、各項目の合計の値が合計

欄と一致しないことがあります。 

・－印は、組入・売買が無いことを示します。 
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設定以来の運用実績 
 

 

決  算  期 
基 準 価 額 ベンチマーク 

株式組入 
比 率 

株式先物 
組入比率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税  込 
分 配 金 

期  中 
騰 落 率 

 
期  中 
騰 落 率 

(設 定 日) 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

2020年 2月27日 10,000 － － 4,075.43 － － － 314 

1期(2021年 2月15日) 13,673 0 36.7 5,610.83 37.7 93.2 6.6 378 

2期(2022年 2月15日) 11,857 0 △13.3 4,844.30 △13.7 98.4 1.2 229 

3期(2023年 2月15日) 11,979 0 1.0 4,897.12 1.1 98.8 1.0 205 
(注1) 基準価額の騰落率は分配金込み。 
(注2) 株式先物組入比率＝買建比率－売建比率 
(注3) 当ファンドはマザーファンドを組入れますので、｢株式組入比率｣、｢株式先物組入比率｣は、実質組入比率を記載しています。 
(注4) 設定日の基準価額には当初設定価額を、純資産総額には当初設定元本を用いています。 

 

ベンチマークは、新経連株価指数(Japan New Economy Index)です。 

新経連株価指数(Japan New Economy Index)は、一般社団法人新経済連盟(新経連：Japan Association of 

New Economy〈JANE〉)が独自開発した指数で、新経連に加盟する上場企業で構成され、2012年6月1日(終値)を

1,000ポイントとして2019年6月に算出開始した新しい株価指数です。 

 

当期中の基準価額と市況の推移 
 

年  月  日 
基 準 価 額 ベンチマーク 株 式 組 入 

比 率 
株 式 先 物 
組 入 比 率  騰 落 率  騰 落 率 

(期   首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2022年 2月15日 11,857 － 4,844.30 － 98.4 1.2 

   2月末 11,886 0.2 4,858.21 0.3 98.5 1.2 

   3月末 12,426 4.8 5,071.90 4.7 97.5 1.6 

   4月末 11,824 △0.3 4,826.22 △0.4 97.5 1.7 

   5月末 11,441 △3.5 4,658.03 △3.8 96.9 2.6 

   6月末 11,287 △4.8 4,598.74 △5.1 96.7 2.5 

   7月末 11,878 0.2 4,846.98 0.1 96.5 2.5 

   8月末 11,949 0.8 4,880.26 0.7 97.0 2.0 

   9月末 11,391 △3.9 4,657.76 △3.9 96.7 2.2 

  10月末 11,776 △0.7 4,814.15 △0.6 96.2 3.2 

  11月末 12,123 2.2 4,960.16 2.4 95.9 3.1 

  12月末 11,692 △1.4 4,776.28 △1.4 99.3 － 

2023年 1月末 11,995 1.2 4,902.71 1.2 98.9 1.0 

（期   末）       

2023年 2月15日 11,979 1.0 4,897.12 1.1 98.8 1.0 
(注1) 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。 
(注2) 株式先物組入比率＝買建比率－売建比率 
(注3) 当ファンドはマザーファンドを組入れますので、｢株式組入比率｣、｢株式先物組入比率｣は、実質組入比率を記載しています。 
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当期中の運用経過と今後の運用方針 
 

 
■基準価額等の推移 
 

 

 
(注1) 分配金再投資基準価額は、分配金(税込)を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンス

を示すものです。 
(注2) 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入金額により課税条件も異なり

ます。従って、各個人のお客様の損益の状況を示すものではありません。 
(注3) ベンチマークは、新経連株価指数(Japan New Economy Index)です。 
(注4) 分配金再投資基準価額およびベンチマークは、期首の基準価額を起点として指数化しています。 
 

 

■基準価額の主な変動要因 

当期の基準価額は前期末比1.0％上昇しました。 

期初は米国ドル高／円安基調で推移したことや、岸田首相が｢Go To トラベル｣再開を示唆したこと、原油価格

上昇の一服などを背景に一旦上昇しました。しかし、その後2022年6月末にかけては、中国経済の先行き懸念や

FRB(米連邦準備制度理事会)による金融引き締め強化観測を背景に、世界的にグロース株が下落するなか、多く

のインターネットサービス新興企業から構成される新経連株価指数(Japan New Economy Index)に連動する当

ファンドの基準価額も下落しました。 

2022年7月から期末にかけては、参議院選挙での自民党議席拡大を受けた政権安定運営への期待、FRBによる利

上げペースが事前予想よりも緩やかになるとの観測、入国規制の緩和によるインバウンド需要(日本における外

国人観光客の旅行需要)への期待などが上昇要因となる一方で、米国でのインフレ抑制のための金融引き締め継

続観測、円高進行による企業業績への悪影響懸念などが下落要因となり、基準価額は概ねレンジ内で推移しまし

た。 
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■投資環境 

期を通して概ね一進一退の動きとなり、前期末比では小幅に上昇して期末を迎えました。 

期初から2022年6月末にかけて、米国ドル高／円安の進行や、原油価格上昇の一服などを背景に一旦上昇しま

したが、その後、中国経済の先行き懸念やFRB(米連邦準備制度理事会)による金融引き締め強化への警戒などを

受けて下落しました。 

2022年7月から期末にかけて、FRBによる利上げペースの鈍化観測、参議院選挙での自民党の議席拡大を受けた

政権運営への安定期待、訪日観光客数の増加などの上昇要因と、米国でのインフレ抑制のための金融引き締め継

続への警戒、日本銀行での金融政策決定会合において長期金利の許容変動幅拡大を受けた円高進行などの下落要

因が交錯し、概ねレンジ内での推移となりました。 

 
■当ファンドのポートフォリオ 

追加設定・解約による資金フローを鑑みながら、｢楽天・新経連株価指数マザーファンド｣(以下、｢マザー

ファンド｣といいます｡)への投資を通じて、わが国の金融商品取引所に上場している株式の組入比率を高位に維

持し、投資成果を新経連株価指数の動きに連動させることを目指して運用を行いました。 

 

■当ファンドのベンチマークとの差異 

以下のグラフは、当ファンドの基準価額(分配金込み)とベンチマークの騰落率の対比です。 

当期の基準価額の騰落率は＋1.0％と上昇し、ベンチマーク比では△0.1％となりました。主な差異要因として

は、マザーファンドにおける資金の流出入に伴う組入銘柄の売買執行コスト、株価指数先物の価格変動、当

ファンドにおける信託報酬等の要因が挙げられます。 
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■分配金 

運用の基本方針等を勘案し、収益分配は見送らせていただきました。なお、留保益の運用については、特に制

限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 

 
●分配原資の内訳 
 (1万口当たり・税込) 

項    目 
第3期 

2022年2月16日～2023年2月15日 

当期分配金 (円) － 

(対基準価額比率) (％) (－) 

 当期の収益 (円) － 

 当期の収益以外 (円) － 

翌期繰越分配対象額 (円) 2,742 
(注1) ｢対基準価額比率｣は｢当期分配金｣の期末基準価額(分配金込み)に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 
(注2) ｢当期の収益｣は経費控除後の配当等収益および経費控除後の有価証券売買等損益、｢当期の収益以外｣は収益調整金および分配準備積立金

です。 
(注3) ｢当期の収益｣および｢当期の収益以外｣は、円未満を切捨てて表示しているため、合計した額が｢当期分配金｣と一致しない場合があります。 

 

■今後の運用方針 

引き続き、マザーファンドへの投資を通じて、わが国の金融商品取引所に上場している株式の組入比率を高位

に維持し、投資成果を新経連株価指数の動きに連動させることを目指して運用を行います。 
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1万口当たりの費用明細 
 

 

項   目 

当期 

項 目 の 概 要 2022年２月16日～2023年２月15日 

金額 比率 

(a) 信託報酬 58円 0.495％ (a) 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

   ※期中の平均基準価額は11,805円です。 

(投信会社) (33) (0.280) ・委託した資金の運用の対価 

 

(販売会社) (22) (0.187) ・購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、

口座内でのファンドの管理等の対価 

(受託会社) (3) (0.027) ・運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価 

 

(b) 売買委託手数料 4 0.032 
(b) 売買委託手数料＝ 

期中の売買委託手数料 

期中の平均受益権口数 

(株式) (4) (0.032) 売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に

支払う手数料 

(先物・オプション) (0) (0.001)  

 

(c) その他費用 16 0.135 
(c) その他費用＝ 

期中のその他費用 

期中の平均受益権口数 

(監査費用) (3) (0.025) ・監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る

費用 

(印刷費用) (13) (0.110) ・印刷費用は、有価証券届出書、目論見書、運用報告書等

の作成、印刷および提出等に係る費用 

(その他) (0) (0.000) ・その他は、金銭信託への預入金額に対する手数料、その

他投資信託財産の運営にかかる費用等 

合   計 78 0.662  

(注1) 期中の費用(消費税等のかかるものは消費税等を含む)は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で
す。 

(注2) 各金額は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
(注3) 売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するもの

を含みます。 
(注4) 各比率は1万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
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売買および取引の状況 
 

 
■親投資信託受益証券の設定、解約状況 

 

当     期 

設     定 解     約 

口   数 金   額 口   数 金   額 

 千口 千円 千口 千円 

楽天・新経連株価指数マザーファンド 14,208 16,868 37,529 45,290 
(注) 単位未満は切捨て。 

 

株式売買比率 
 

 
■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 

<楽天・新経連株価指数マザーファンド> 

項 目 当 期 

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 126,723千円 

(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 214,590千円 

(c) 売 買 高 比 率 (a)/(b) 0.59 
(注1) (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です｡ 
(注2) (c)売買高比率は小数点第3位以下を切り捨てています｡ 
 

利害関係人※との取引状況等 
 

 
■利害関係人の発行する有価証券等 

<楽天・新経連株価指数マザーファンド> 

種 類 
当      期 

買 付 額 売 付 額 当期末保有額 

 百万円 百万円 百万円 
株 式 1 0.096548 6 

(注1) 買付額および売付額は受渡し代金、当期末保有額は評価額です｡ 
(注2) 単位未満は切捨て。ただし、金額が単位未満となる場合は小数で記載。 
※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定されている利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関

係人とは、楽天グループ株式会社です。 

 

自社による当ファンドの設定・解約状況 
 

当期首残高 
(元   本) 

当 期 設 定 
元    本 

当 期 解 約 
元    本 

当 期 末 残 高 
(元   本) 

取 引 の 理 由 

百万円 百万円 百万円 百万円 
当初設定時における取得とその一部処分 

105 － 23 82 
(注) 単位未満は切捨て。 
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組入資産の明細 
 

 
■親投資信託残高 

 
前 期 末 当  期  末 

口   数 口   数 評 価 額 
 千口 千口 千円 

楽天・新経連株価指数マザーファンド 191,250 167,929 204,840 
(注1) 単位未満は切捨て。 
(注2) 親投資信託の当期末現在の受益権口数は、167,929千口です。 

 

投資信託財産の構成 
 

 

項        目 
当   期   末 

評 価 額 比   率 

 千円 ％ 
楽 天 ・ 新 経 連 株 価 指 数 マ ザ ー フ ァ ン ド 204,840 99.6 

短 期 金 融 資 産 、 そ の 他 913 0.4 

投 資 信 託 財 産 総 額 205,753 100.0 
(注) 評価額の単位未満は切捨て。 

 

資産、負債、元本及び基準価額の状況ならびに損益の状況 
 

 
■資産、負債、元本及び基準価額の状況 

(2023年2月15日現在) 

項     目 当 期 末 

(Ａ) 資 産 205,753,306円 

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 908,484 

 楽天・新経連株価指数マザーファンド(評価額) 204,840,822 

 未 収 入 金 4,000 

(Ｂ) 負 債 666,613 

 未 払 解 約 金 25 

 未 払 信 託 報 酬 527,214 

 未 払 利 息 2 

 そ の 他 未 払 費 用 139,372 

(Ｃ) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 205,086,693 

 元 本 171,206,076 

 次 期 繰 越 損 益 金 33,880,617 

(Ｄ) 受 益 権 総 口 数 171,206,076口 

 1万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,979円 

(注) 期首元本額 193,678,540円 
期中追加設定元本額 20,463,477円 
期中一部解約元本額 42,935,941円 

 

■損益の状況 

(自2022年2月16日 至2023年2月15日) 

項     目 当   期 
(Ａ) 配 当 等 収 益 △429円 

 支 払 利 息 △429 
(Ｂ) 有 価 証 券 売 買 損 益 3,668,415 

 売 買 益 4,305,161 
 売 買 損 △636,746 

(Ｃ) 信 託 報 酬 等 △1,384,786 
(Ｄ) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 2,283,200 
(Ｅ) 前 期 繰 越 損 益 金 2,135,608 
(Ｆ) 追 加 信 託 差 損 益 金 29,461,809 

 (配 当 等 相 当 額) (13,532,644) 
 (売 買 損 益 相 当 額) (15,929,165) 

(Ｇ)  計 (Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 33,880,617 
(Ｈ) 収 益 分 配 金 0 

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 33,880,617 
 追 加 信 託 差 損 益 金 29,461,809 
 (配 当 等 相 当 額) (13,576,878) 
 (売 買 損 益 相 当 額) (15,884,931) 
 分 配 準 備 積 立 金 33,379,202 
 繰 越 損 益 金 △28,960,394 

(注1) 損益の状況の中で (B)有価証券売買損益は期末の評価替えによ
るものを含みます。 

(注2) 損益の状況の中で (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税
等相当額を含めて表示しています。 

(注3) 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追
加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額
分をいいます。  
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<分配金の計算過程> 

項 目 当期 
(Ａ)配当等収益額（費用控除後） 2,099,490円 
(Ｂ)有価証券売買等損益額 

（費用控除後・繰越欠損金補填後） 
－円 

(Ｃ)収益調整金額 13,576,878円 
(Ｄ)分配準備積立金額 31,279,712円 
(Ｅ)分配対象収益額（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 46,956,080円 
(Ｆ)期末残存口数 171,206,076口 
(Ｇ)収益分配対象額（１万口当たり） 

(Ｅ／Ｆ×10,000） 
2,742.64円 

(Ｈ)分配金額（１万口当たり） －円 
(Ｉ)収益分配金金額 

(Ｆ×Ｈ／10,000） 
－円 

 

お知らせ 
 

該当事項はありません。 

 
 
一般社団法人新経済連盟(以下｢新経済連盟｣)及び新経済連盟の委託先、リサーチパートナー又はデータプロバ

イダー(以下｢新経済連盟等｣といいます｡)は、金融商品に関して対象インデックス及び関連商標を利用するラ

イセンスを付与することを除き、ライセンシーと一切の関係を有していません。 

新経済連盟等は、金融商品等の支援、推奨、販売又は宣伝等を行うものではなく、金融商品又はその運用成果

に関連して、何ら保証するものではなく、かつ(過失の有無を問わず)いかなる責任も負うものではありま

せん。また、新経済連盟及び新経済連盟の委託先は、金融商品の購入者又は他のいかなる第三者との間でも、

何ら契約上の関係を有していません。 
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楽天・新経連株価指数マザーファンド 
 

第3期(2023年2月15日) 

 

≪運用報告書≫ 
 

●当マザーファンドの仕組みは次の通りです。 

信 託 期 間 無期限(2020年2月27日設定) 

運 用 方 針 
わが国の株式に投資し、投資成果を新経連株価指数(Japan New Economy Index)の動きに

連動させることを目指します。 

主 な 投 資 対 象 わが国の金融商品取引所に上場している株式を主要投資対象とします。 

主 な 投 資 制 限 

株式への投資割合には制限を設けません。 

投資信託証券(上場投資信託証券を除きます｡)への投資割合は、投資信託財産の純資産総

額の5％以下とします。 

外貨建資産への投資は行いません。 

当マザーファンドはこのたび上記決算を行いましたので、期中の運用状況をご報告申し上げます。 

 

 

楽天投信投資顧問株式会社 
東京都港区南青山二丁目6番21号 

URL： https://www.rakuten-toushin.co.jp/ 
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設定以来の運用実績 
 

 

決  算  期 
基 準 価 額 ベンチマーク 

株式組入 
比 率 

株式先物 
組入比率 

純資産総額 
 

期  中 
騰 落 率 

 
期  中 
騰 落 率 

(設 定 日) 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

2020年2月27日 10,000 － 4,075.43 － － － 314 

1期(2021年2月15日) 13,750 37.5 5,610.83 37.7 93.3 6.6 378 

2期(2022年2月15日) 11,998 △12.7 4,844.30 △13.7 98.5 1.2 229 

3期(2023年2月15日) 12,198 1.7 4,897.12 1.1 99.0 1.0 204 
(注1) 株式先物組入比率＝買建比率－売建比率 
(注2) 設定日の基準価額には当初設定価額を、純資産総額には当初設定元本を用いています。 

 

ベンチマークは、新経連株価指数(Japan New Economy Index)です。 

新経連株価指数(Japan New Economy Index)は、一般社団法人新経済連盟(新経連：Japan Association of 

New Economy〈JANE〉)が独自開発した指数で、新経連に加盟する上場企業で構成され、2012年6月1日(終値)を

1,000ポイントとして2019年6月に算出開始した新しい株価指数です。 

 

当期中の基準価額と市況の推移 
 

 

年  月  日 
基 準 価 額 ベンチマーク 株 式 組 入 

比 率 
株 式 先 物 
組 入 比 率  騰 落 率  騰 落 率 

(期   首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2022年 2月15日 11,998 － 4,844.30 － 98.5 1.2 

   2月末 12,030 0.3 4,858.21 0.3 98.6 1.2 

   3月末 12,583 4.9 5,071.90 4.7 97.6 1.6 

   4月末 11,979 △0.2 4,826.22 △0.4 97.6 1.7 

   5月末 11,597 △3.3 4,658.03 △3.8 97.0 2.6 

   6月末 11,447 △4.6 4,598.74 △5.1 96.8 2.5 

   7月末 12,053 0.5 4,846.98 0.1 96.6 2.5 

   8月末 12,132 1.1 4,880.26 0.7 97.1 2.0 

   9月末 11,571 △3.6 4,657.76 △3.9 96.8 2.2 

  10月末 11,969 △0.2 4,814.15 △0.6 96.3 3.2 

  11月末 12,328 2.8 4,960.16 2.4 96.0 3.1 

  12月末 11,896 △0.9 4,776.28 △1.4 99.4 － 

2023年 1月末  12,211 1.8 4,902.71 1.2 99.0 1.0 

（期   末）       

2023年 2月15日 12,198 1.7 4,897.12 1.1 99.0 1.0 
(注1) 騰落率は期首比。 
(注2) 株式先物組入比率＝買建比率－売建比率 
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当期中の運用経過と今後の運用方針 
 

 
■基準価額等の推移 
 

 

 
（注1) ベンチマークは、新経連株価指数(Japan New Economy Index)です。 
（注2) ベンチマークは、期首の基準価額を起点として指数化しています。 

 

■基準価額の主な変動要因 

当期の基準価額は前期末比1.7％上昇しました。 

期初は米国ドル高／円安基調で推移したことや、岸田首相が｢Go To トラベル｣再開を示唆したこと、原油価格

上昇の一服などを背景に一旦上昇しました。しかし、その後2022年6月末にかけては、中国経済の先行き懸念や

FRB(米連邦準備制度理事会)による金融引き締め強化観測を背景に、世界的にグロース株が下落するなか、多く

のインターネットサービス新興企業から構成される新経連株価指数(Japan New Economy Index)に連動する当

ファンドの基準価額も下落しました。 

2022年7月から期末にかけては、参議院選挙での自民党議席拡大を受けた政権安定運営への期待、FRBによる利

上げペースが事前予想よりも緩やかになるとの観測、入国規制の緩和によるインバウンド需要(日本における外

国人観光客の旅行需要)への期待などが上昇要因となる一方で、米国でのインフレ抑制のための金融引き締め継

続観測、円高進行による企業業績への悪影響懸念などが下落要因となり、基準価額は概ねレンジ内で推移しまし

た。 
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■投資環境 

期を通して概ね一進一退の動きとなり、前期末比では小幅に上昇して期末を迎えました。 

期初から2022年6月末にかけて、米国ドル高／円安の進行や、原油価格上昇の一服などを背景に一旦上昇しま

したが、その後、中国経済の先行き懸念やFRB(米連邦準備制度理事会)による金融引き締め強化への警戒などを

受けて下落しました。 

2022年7月から期末にかけて、FRBによる利上げペースの鈍化観測、参議院選挙での自民党の議席拡大を受けた

政権運営への安定期待、訪日観光客数の増加などの上昇要因と、米国でのインフレ抑制のための金融引き締め継

続への警戒、日本銀行での金融政策決定会合において長期金利の許容変動幅拡大を受けた円高進行などの下落要

因が交錯し、概ねレンジ内での推移となりました。 

 

■当ファンドのポートフォリオ 

ベンチマークである新経連株価指数と連動する投資成果を目指して運用を行いました。株式組入比率は期を通

じて高位の水準を維持し、追加設定・解約による資金フローを鑑みながら、株価指数先物取引も活用しました。 

 

■当ファンドのベンチマークとの差異 

以下のグラフは、当ファンドの基準価額とベンチマークの騰落率の対比です。 

当期の基準価額の騰落率は＋1.7％となり、ベンチマーク比では＋0.6％となりました。主な差異要因としては、

資金の流出入に伴い活用した株価指数先物の価格変動、組入銘柄の売買執行コスト等の要因が挙げられます。 
 

 

 

■今後の運用方針 

引き続き、わが国の金融商品取引所に上場している株式に投資し、投資成果を新経連株価指数の動きに連動さ

せることを目指して運用を行います。また、追加設定・解約による資金フローを鑑みながら、株価指数先物取引

も活用します。 
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1万口当たりの費用明細 
 

 

項目 
当期 

金額 比率 

(a)売買委託手数料 4円 0.032％ 

(株式) (4) (0.032) 

(先物・オプション) (0) (0.001) 

(b)その他費用 0 0.000 

(その他) (0) (0.000) 

合計 4 0.032 

期中の平均基準価額は11,983円です。 
(注1) 期中の費用(消費税等のかかるものは消費税等を含む)は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で

す。なお、費用項目については5ページ(1万口当たりの費用の明細の項目の概要)をご参照下さい。 
(注2) 各金額は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
(注3) 各比率は1万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 

 

売買および取引の状況 
 

 
■株式 

 

当     期 

買     付 売     付 

株    数 金    額 株    数 金    額 

国 内 千株 千円 千株 千円 

 
上 場 

30 51,964 49 74,758 

 (2) (－)   
(注1) 金額は受渡し代金。 
(注2) ( )内は増資割当、株式転換・合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 
(注3) 単位未満は切捨て。 

 

■先物取引の種類別取引状況 

種 類 別 

当     期 

買     建 売     建 

新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額 

国 
内 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

株 式 先 物 取 引 22 23 － － 
(注1) 金額は受渡し代金。 
(注2) 単位未満は切捨て。 
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株式売買比率 
 

 
■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 

項 目 当 期 

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 126,723千円 

(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 214,590千円 

(c) 売 買 高 比 率 (a)/(b) 0.59 
(注1) (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です｡ 
(注2) (c)売買高比率は小数点第3位以下を切り捨てています｡ 

 

利害関係人※との取引状況等 
 

 
■利害関係人の発行する有価証券等 

種 類 
当      期 

買 付 額 売 付 額 当期末保有額 

 百万円 百万円 百万円 
株 式 1 0.096548 6 

(注1) 買付額および売付額は受渡し代金、当期末保有額は評価額です。 
(注2) 単位未満は切捨て。ただし、金額が単位未満となる場合は小数で記載。 
※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定されている利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関

係人とは、楽天グループ株式会社です。 

 

組入資産の明細 
 

 
■国内株式 

銘         柄 
期首(前期末) 当  期  末 

株    数 株    数 評  価  額 
 千株 千株 千円 
建設業(3.9%)    
Ｌｉｂ Ｗｏｒｋ 0.4 0.3 231 
安藤・間 6.8 4.5 3,870 
東急建設 3.4 2.5 1,652 
ヴィス 0.1 0.1 101 
千代田化工建設 6.6 4.8 2,044 

食料品(2.6%)    
伊藤園 － 1.2 5,376 

繊維製品(0.6%)    
ＴＳＩホールディングス 3.2 2.3 1,299 

化学(5.5%)    
ファンケル 2.2 2.2 5,647 
ノエビアホールディングス 0.7 0.5 2,760 
Ｉ－ｎｅ 0.1 0.1 344 
タカラバイオ 1.8 1.3 2,358 

医薬品(0.4%)    
大幸薬品 1.2 0.9 371 
ソレイジア・ファーマ 3.7 3.3 155 
モダリス 0.8 0.6 189 

石油・石炭製品(3.0%)    
出光興産 2.7 1.9 6,051 

機械(4.1%)    
フリュー 0.9 0.6 652 
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銘         柄 
期首(前期末) 当  期  末 

株    数 株    数 評  価  額 
 千株 千株 千円 
セガサミーホールディングス 4.1 3.3 7,692 

電気機器(0.9%)    
沖電気工業 3.3 2.4 1,696 
ミナトホールディングス － 0.2 103 

精密機器(1.1%)    
セイコーグループ 1.2 0.8 2,257 

その他製品(0.3%)    
ウイルコホールディングス 0.6 0.5 68 
プロネクサス 0.7 0.5 490 

陸運業(5.7%)    
東急 5 3.5 5,554 
セイノーホールディングス 5.9 4.2 5,964 

倉庫・運輸関連業(－%)    
イー・ロジット 0.1 － － 

情報・通信業(28.7%)    
ゲンダイエージェンシー 0.4 0.2 79 
グリー 3.3 1.9 1,293 
ソケッツ 0.1 － － 
メディカルネット 0.3 0.2 81 
ＫＬａｂ 1.3 1 377 
デジタルハーツホールディングス 0.4 － － 
ホットリンク 0.5 0.4 141 
ＣＡＲＴＡ ＨＯＬＤＩＮＧＳ － 0.3 446 
イルグルム 0.1 0.1 64 
テクマトリックス 1.4 1.1 1,739 
ドリコム 0.5 0.4 298 
ユニリタ 0.3 0.2 364 
フリービット 0.3 0.3 343 
コムチュア 1 0.7 1,585 
アイル 0.4 0.3 567 
クラウドワークス 0.3 0.3 582 
モバイルファクトリー 0.1 0.1 90 
アカツキ 0.3 0.2 425 
エディア 0.2 0.2 134 
ユーザベース 0.9 － － 
マネーフォワード 1.1 1.3 6,526 
アララ 0.2 0.2 70 
ＢｌｕｅＭｅｍｅ 0.1 0.1 151 
プラスアルファ・コンサルティング 0.7 0.5 1,417 
プレイド 0.7 0.6 423 
ＥＮＥＣＨＡＮＧＥ － 0.5 596 
ココナラ 0.6 0.5 244 
ｉ－ｐｌｕｇ 0.1 － － 
ファブリカコミュニケーションズ 0.1 0.1 315 
ソースネクスト 3.2 2.4 528 
Ｍマート 0.1 0.1 121 
ラクスル 0.9 1.2 1,708 
メルカリ 1.2 2.1 5,472 
プロパティデータバンク 0.1 0.1 199 
ブロードバンドセキュリティ 0.1 0.1 147 
アルテリア・ネットワークス － 0.7 886 
リックソフト 0.1 0.1 162 
スマレジ 0.3 － － 
カオナビ 0.3 0.2 535 
ミンカブ・ジ・インフォノイド 0.5 0.3 611 
ＡＩ ＣＲＯＳＳ 0.1 0.1 100 
ＢＡＳＥ － 2.5 670 
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銘         柄 
期首(前期末) 当  期  末 

株    数 株    数 評  価  額 
 千株 千株 千円 
フリー 1.2 1.2 4,296 
ウィルズ 0.4 0.3 183 
バリオセキュア 0.1 0.1 111 
クレスコ 0.6 0.4 702 
トレンドマイクロ 1.2 0.9 5,688 
日本オラクル 0.8 0.8 7,368 
ビジョン 1.4 1.1 1,600 
東映 0.3 0.2 3,310 
富士ソフト 1 0.7 5,446 

卸売業(0.2%)    
エフティグループ 0.4 0.3 322 

小売業(10.3%)    
オイシックス・ラ・大地 1.2 0.8 1,833 
ネクステージ － 1.4 4,473 
サンワカンパニー 0.4 0.4 462 
白鳩 0.1 － － 
ジェネレーションパス 0.1 0.1 32 
ＢＥＥＮＯＳ 0.5 0.3 751 
リネットジャパングループ 0.3 0.3 132 
トップカルチャー 0.2 0.2 39 
上新電機 1 0.7 1,369 
日本瓦斯 4.5 2.9 5,443 
ニトリホールディングス 0.4 0.4 6,442 

証券、商品先物取引業(1.6%)    
フューチャーベンチャーキャピタル 0.3 0.2 125 
松井証券 5.2 3.8 3,032 

その他金融業(0.8%)    
プレミアグループ 0.5 1.1 1,722 

不動産業(6.1%)    
東急不動産ホールディングス 12.9 8.6 5,452 
グッドコムアセット 0.2 0.4 329 
グローバル・リンク・マネジメント 0.1 0.1 120 
フェイスネットワーク 0.1 0.1 164 
パーク２４ 4.5 3.1 6,333 

サービス業(24.2%)    
ＬＩＦＵＬＬ 2.9 2.2 429 
インタースペース － 0.1 103 
ＦＲＯＮＴＥＯ 1 － － 
カカクコム 2.4 2.7 5,462 
デジタルホールディングス 0.4 0.3 354 
ベネフィット・ワン 1.5 2.1 4,601 
ぐるなび 1.6 1 362 
オールアバウト 0.2 0.1 56 
ファンコミュニケーションズ 1.4 1 409 
ライク 0.4 0.3 574 
エスプール 2.7 2 1,414 
ＪＴＰ 0.2 0.2 149 
セプテーニ・ホールディングス 2.7 2.4 806 
テイクアンドギヴ・ニーズ 0.3 0.3 402 
ネクシィーズグループ 0.2 0.2 131 
東京個別指導学院 0.7 0.6 321 
サイバーエージェント 4 5 6,125 
楽天グループ 6.8 9.2 6,559 
テー・オー・ダブリュー － 1 302 
エフアンドエム 0.3 0.2 450 
弁護士ドットコム 0.3 0.2 548 
レントラックス 0.1 0.1 84 
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銘         柄 
期首(前期末) 当  期  末 

株    数 株    数 評  価  額 
 千株 千株 千円 
Ｇｕｎｏｓｙ 0.6 0.4 246 
イー・ガーディアン 0.4 0.3 703 
ベクトル 1.1 0.8 998 
シグマクシス・ホールディングス 0.6 0.8 895 
ブランジスタ － 0.2 90 
日本郵政 － 5.8 6,893 
タメニー 0.6 0.6 70 
グローバルキッズＣＯＭＰＡＮＹ 0.1 － － 
ホープ 0.2 － － 
ＧａｍｅＷｉｔｈ 0.3 0.3 95 
クックビズ 0.1 － － 
ジーニー 0.2 0.2 272 
みらいワークス 0.1 0.1 70 
スプリックス 0.3 0.2 172 
プロレド・パートナーズ 0.2 0.2 104 
ピアラ 0.1 － － 
識学 0.1 0.1 52 
フロンティアインターナショナル 0.1 － － 
Ｂｉｒｄｍａｎ 0.1 － － 
ブランディングテクノロジー 0.1 － － 
サイバー・バズ 0.1 － － 
ジモティー 0.1 0.1 174 
フォースタートアップス 0.1 － － 
ステムセル研究所 0.1 － － 
グッドパッチ 0.2 0.1 64 
Ｂｒａｎｄｉｎｇ Ｅｎｇｉｎｅｅｒ 0.1 0.2 169 
ダイレクトマーケティングミックス 0.8 0.6 1,024 
ジオコード 0.1 － － 
東京通信 0.1 0.1 149 
アイドマ・ホールディングス 0.2 0.1 481 
プロジェクトカンパニー － 0.1 640 
エアークローゼット － 0.1 50 
ウィザス 0.3 0.2 188 
トランス・コスモス 1 0.7 2,376 
船井総研ホールディングス － 1.2 3,338 

合  計 
株 数 ・ 金 額 156 139 202,692 
銘 柄 数 <比 率> 139 134 <99.0%> 

(注1)( )内は国内株式の評価総額に対する各業種の比率です。 
(注2)< >内は純資産総額に対する評価額の比率です｡ 
(注3) 評価額の単位未満は切捨て。 
 
 
■先物取引の銘柄別期末残高 

銘  柄  別 
当  期  末 

買 建 額 売 建 額 

国 内 百万円 百万円 

 株式先物取引   

  ミニＴＯＰＩＸ 1 － 
(注) 単位未満は切捨て。 
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投資信託財産の構成 
 

 

項        目 
当   期   末 

評 価 額 比   率 

 千円 ％ 

株 式 202,692 99.0 

短 期 金 融 資 産 、 そ の 他 2,148 1.0 

投 資 信 託 財 産 総 額 204,840 100.0 

(注) 評価額の単位未満は切捨て。 

 

資産、負債、元本及び基準価額の状況ならびに損益の状況 
 
■資産、負債、元本及び基準価額の状況 

(2023年2月15日現在) 

項     目 当 期 末 

(Ａ) 資 産 204,840,591円 

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 1,640,816 

 株 式(評価額) 202,692,100 

 未 収 入 金 86,945 

 未 収 配 当 金 436,730 

 差 入 委 託 証 拠 金 △16,000 

(Ｂ) 負 債 4,004 

 未 払 解 約 金 4,000 

 未 払 利 息 4 

(Ｃ) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 204,836,587 

 元 本 167,929,843 

 次 期 繰 越 損 益 金 36,906,744 

(Ｄ) 受 益 権 総 口 数 167,929,843口 

 1万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 12,198円 

(注1) 期首元本額 191,250,389円 
期中追加設定元本額 14,208,944円 
期中一部解約元本額 37,529,490円 

(注2) 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託
の元本額 
楽天・新経連株価指数ファンド 167,929,843円 

■損益の状況 

(自2022年2月16日 至2023年2月15日) 

項     目 当   期 

(Ａ) 配 当 等 収 益 3,658,332円 

 受 取 配 当 金 3,661,326 

 そ の 他 収 益 金 1,770 

 支 払 利 息 △4,764 

(Ｂ) 有 価 証 券 売 買 損 益 △459,442 

 売 買 益 21,113,098 

 売 買 損 △21,572,540 

(Ｃ) 先 物 取 引 等 取 引 損 益 589,140 

 取 引 益 852,215 

 取 引 損 △263,075 

(Ｄ) そ の 他 費 用 △61 

(Ｅ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) 3,787,969 

(Ｆ) 前 期 繰 越 損 益 金 38,220,229 

(Ｇ) 追 加 信 託 差 損 益 金 2,659,056 

(Ｈ) 解 約 差 損 益 金 △7,760,510 

(Ｉ)  計 (Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ) 36,906,744 

 次 期 繰 越 損 益 金(Ｉ) 36,906,744 
(注1) 損益の状況の中で (B)有価証券売買損益及び(C)先物取引等取

引損益は期末の評価替えによるものを含みます。 
(注2) 損益の状況の中で (G)追加信託差損益金とあるのは、信託の追

加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額
分をいいます。 

(注3) 損益の状況の中で(H)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、
元本から解約価額を差し引いた差額分をいいます。 

 

お知らせ 
 

 
該当事項はありません。 

 


